
貸借対照表 
                                                             （2020年 3月 31日現在） 

科  目 金    額 科  目 金    額 

(資産の部) 
  

(負債の部) 
  

Ⅰ．流動資産 9,430,552 千円 Ⅰ．流動負債 3,715,019 千円 

現 金 預 金 5,860,331 
 

未 払 金 879,429 
 

受 取 手 形 5,600 
 

1 年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

1,030,698  
出 版 売 掛 金 117,705  

未 収 通 信 料 2,103,883  前 受 通 信 料 534,365  

未 収 金 987,089  預 り 金 387,024  

貯 蔵 品 1,961  未 払 法 人 税 等 60,559  

立 替 金 106,515  賞 与 引 当 金 87,040  

貸 付 金 15,960  預 り 保 証 金 643,875  

そ の 他 231,730  そ の 他 92,026  

貸 倒 引 当 金 ▲ 224     

   Ⅱ．固定負債 13,730,559  

Ⅱ．固定資産 32,875,516  長 期 借 入 金 9,984,692  

(1)有形固定資産 27,954,566  退 職 給 与引 当金 3,711,791  

建 物 7,325,230  繰 延 税 金 負 債 2,574  

構 築 物 20,825  そ の 他 31,502 
 

 

機 械 装 置 16,072     

車 両 運 搬 具 1,890  負債合計 17,445,579  

工 具 器 具 備 品 369,398  (純資産の部) 
 

  

土 地 20,221,148  Ⅰ．株主資本 24,888,932 千円 

    (1)資本金 495,000  

(2)無形固定資産 1,077,285   (2)資本剰余金 983  

ソ フ ト ウ エ ア 987,328  資本準備金 983  

電 話 加 入 権 41,900  (3)利益剰余金 24,392,948  

営 業 権 16,911  １．利益準備金 123,750  

そ の 他 718  ２．その他利益剰余金 24,269,198  

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 仮 勘 定 30,427  別 途 積 立 金 1,000,000  

   繰越利益剰余金 23,269,198  

(3)投資その他の資産 3,843,664     

投 資 有 価 証 券 3,225,902  Ⅱ．評価・換算差額等 ▲ 28,442  

関 係 会 社 株 式 249,439  (1)その他有価証券 
評価差額金 

3,059  

差 入 保 証 金 147,929  

長 期 貸 付 金 17,048  (2)繰延ヘッジ損益 ▲ 31,502  

そ の 他 203,345     

   純資産合計 24,860,490 
 

 

資 産 合 計 42,306,069  負債及び純資産合計 42,306,069  

（注）当期純利益 688,988千円  
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式・・・移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のある有価証券・・・株式については移動平均法による原価法 

                              社債については決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法による） 

 時価のない有価証券・・・移動平均法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産・・・定額法 

②  無形固定資産・・・定額法 

       ソフトウエアについては、見込み利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 

（３）引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念 

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しておりま 

す。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額の一部を計上しております。 

③  退職給与引当金 

従業員の退職給与一時金の支給に備えるため、従業員の自己都合による退職金期末要支給額 

を基準として計上しております。 

 

（４）重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法      繰延ヘッジ 

②  ヘッジ手段         金利スワップ 

③  ヘッジ対象         借入金利 

④  ヘッジ方針         借入金利息の金利変動リスクを回避するため 

⑤  ヘッジの有効性の評価方法  ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判              

定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変 

動またはキャッシュフロー変動の累計とを比較し、両者の変動 

額等を基礎にして判断しております。 

 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①  リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に 

よっております。 

②  消費税等の会計処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）現金預金 

現金預金のうち、１，８８８，３６０，８０６円は信託預金であります。 

（２）担保に供している資産及び担保に係る債務 
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① 担保に供している資産の内容及びその金額 

投資有価証券         ４３，６２０，９８２円（期末簿価） 

ソフトウエア         ６３，２０４，１７６円（期末簿価） 

土地         １８，８５８，８７７，５４３円（期末簿価） 

建物          ５，４２２，６６５，６３６円（期末簿価） 

② 担保に係る債務の金額 

長期借入金      １１，０１５，３９０，６３５円 

計        １１，０１５，３９０，６３５円 

上記①のうち、土地１６，９２６，１２１，３３４円、建物４，５８５，６１４，２８３ 

円に根抵当権（極度額１１０億円）を設定しております。 

 

（３）有形固定資産の減価償却累計額  ６，６３８，８４２，８０４円 

 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  ６５４，４０９，８８１円 

短期金銭債務   ４４，１５０，３８３円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金負債の発生の原因は有価証券の評価によるものであります。 
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４．関連当事者との取引に関する注記 
                                       （単位 百万円） 

種 類 名 称 
議決権等の 
所有割合  

関連当事者 
と の 関 係 

取 引 内 容 
取引
金額 

科 目 
期末 
残高 

子会社 
時事総合 
研究所 

直接100% 
記事の購入 防衛情報等の製作 30     － － 
事務受託 会計事務等の受託 2     － － 
賃貸借 家賃等 3 － － 

子会社 
時事通信 
フォト 

直接100% 

写真の購入 
販売 

ﾃﾞｼﾞﾌｫﾄ等の仕入 166 未払金 15 
写真版権料受取等 80 未収金 9 

業務支援受託 業務支援の受託 3 － － 
賃貸借 家賃等 20 － －   
配当金 配当金の受取 10 － － 

子会社 
エディター 
センター 

直接100% 

記事の製作・ 
校正 

官庁速報等の製作 33 － － 

事務受託 会計事務等の受託 1 － － 
賃貸借 家賃等 3 － － 

子会社 
時事通信 
出版局 

直接100% 

販売網の利用 出版物の仕入 62 － － 
出版物販売に係る
インフラの利用等 

32 未収金 24 

賃貸借 家賃等 16 － － 

子会社 
時事通信 
ビル管理 

直接100% 

不動産管理 
の委託 

時事通信ビルの 
管理業務 

30 － － 

事務受託 会計事務等の受託 0 未収金 － 
賃貸借 家賃等 6 未収金 0 

子会社 
ジジプレス・ 
アメリカ 

直接100% 
記事の購入 
販売 

米国記事の仕入 100 未払金 24 
販売手数料 35 － － 

子会社 
ジジプレス・ 
タイランド 

直接 47% 
間接  2% 

記事の販売 記事のタイ国販売 52 未収金 52 

関連団体 
(一社) 
内外情勢 
調査会 

 懇談会運営受
託 

懇談会運営の受託 410 未収金 
 

225 

事務受託 会計事務等の受託 60 未収金 33 
情報の提供 情報提供料 62 － － 
出版物売上 出版物の売上 35 － － 
賃貸借 家賃等 13 － － 

関連団体 
(一社) 

地方行財政 
調査会 

 調査受託 調査の受託 195 未収金 107 
調査委託 調査の委託 3 未払金 4 
研修会運営受
託 

研修会運営の受託 48 未収金 26 

事務受託 会計事務等の受託 46 未収金 25 
賃貸借 家賃等 7 － － 

関連団体 
(一社) 

中央調査社 

 調査委託 調査の委託 82 － － 
調査管理等の
受託 

調査管理等の受託 61 未収金 42 

賃貸借 家賃等 16 － － 

（注）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。記事・ 
写真等の購入販売価格については、市場価格を勘案して毎年交渉の上決定しております。 

 
５．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額   ２，５１１円１６銭 
１株当たり当期純利益     ６９円５９銭 

 


